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［特集の視点］Perspectives in this Issue

次世代e-businessへのアプローチ
Approaches to the Next Generation of e-business

IBMが1994年にネットワーク・コンピューティングを提唱、そしてインターネットに

よるビジネス革新のコンセプトとしてe-businessを発表し、世界的な規模で展開

することを表明したのは199７年10月のことです。以来４年の間に、B to C（対消

費者）やB to B（企業間）の新しいビジネス・モデルが次 と々生み出され、その具体

的なアプリケーションも多くの企業で実践されてきました。そして、その中で、次へ

の発展に向かう際の課題と方向性も明確になってきました。IBMは、現状の種々

の課題を解決し、e-businessを次世代のステージへと発展させるためのカギは、

インフラストラクチャー（基盤）の再整備と、システム間のインテグレーション（統

合化）になると考えています。そして、お客様に次世代e-businessの大きな価値を

享受していただくために、新しいテクノロジーの研究開発に意欲的に取り組み、

その成果としての新製品を続々と発表しています。

本号の「マネジメント最前線」では、まず、IBMが目指す次世代e-businessの方向

性とそのために必要なインフラストラクチャーの構成要素を紹介し、続いて、統合

化のためのハードウェア・テクノロジーやサービスについて報告しています。実践

への参考に資するところ大と思われる、現場の技術者からの論文と併せてお読

みください。

It was in October 1997 that IBM unveiled the revolutionary Internet-based
concept of "e-business" and began applying it on a worldwide basis.  Various new
business models have arisen over the ensuing four years involving "B to C" (in
respect to consumers) and "B to B" (inter-company) relationships.  Practical
applications have been put into practice in many companies.  The issues and
directions leading toward future developments have gradually been coming to
light.  At IBM we believe that the keys to solving the various problems besetting
us at present and allowing e-business to develop toward a new stage are the re-
consolidation of infrastructure and integration between systems.  In order to
enable customers to enjoy the full benefits of next-generation e-business, we are
ambitiously tackling research and development on new technology and are
applying the results of our efforts in this connection to one new product after
another.
In this issue, entitled "Management Forefront," we take a look at the orientation of
the next-generation e-business envisaged by IBM and at the formative elements
of the infrastructure required in this connection.  We then go on to report on
hardware and technology and services needed to realize integration.  We believe
that this will make a major contribution toward actual practice.  We hope that
readers will also peruse the papers submitted by engineers active on the front
line.
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［エグゼクティブのためのミニ講座］

e-businessの進展に伴う課題と対応は？

e-businessの進展に伴って種 の々課題が浮か

び上がってきましたが、ここでは「経営者にも、こ

れだけは知っておいてもらいたい」課題を掲げる

とともに、その解決の方向性を示しておきます。

●トランザクションの急増

Webシステムが従来の企業内システムと大き

く違う点は、社外の消費者など不特定多数を

相手にしているため、ユーザー数の予測がつか

ず、時としてトランザクション量が劇的に増える

ことです。こうしたトランザクションの急増に対

応し、システムが「２４時間365日」止まらないよ

うにするためには、容量や機能を柔軟に拡張・

強化できるサーバーを導入するなどして、安定し

たWebシステム環境を確保し、維持していく必

要があります。

●ブロードバンド時代への対応

ブロードバンド時代では、従来のインターネット

通信では重く遅かったデータが飛び交い、Web

サイトに画像や音声を取り込むことが「常識」

になります。企業間取引でも、製品説明などに

ビデオが盛んに利用されるようになるでしょう。

こうした環境に乗り遅れないためには、サーバー

の容量を大きくしていくことも大切ですが、膨大

なデータを保管・管理する方法に新しい考え方

と新しいテクノロジーの導入が必要です。それ

がストレージ・ネットワーキングで、各所に分散

するストレージをネットワークに直接つなぎ、

全体でのデータ保管量を大きくするとともに、

データの一元管理を実現します。

●オープン・ソースの利用

複雑化するばかりのITを一技術者や一企業だ

けで対応するには限界があります。そこで普及

しているのがオープン・ソースのOSであるLinux

で、世界中の技術者が使用経験とスキルを持

ち寄って改良作業を進めています。このオープ

ン・ソースの考え方は既にアプリケーションの

世界にも登場しています。情報資産の価値は

「所有」ではなく「使用」にあります。そのことをま

ず、経営者が再認識する必要があるでしょう。

●社内外のシステム統合

既存の基幹システムとWebシステムの統合、あ

るいは、社内にばらばらに導入されてきた異機

種システムの統合、自社システムと他社システ

ムの統合。これらは技術的な課題と考えられが

ちですが、それを実現するテクノロジーや製品は

出そろっています。あとは、システム構築に際

しての費用対効果の検証など、経営面の問

題に帰するところが大きいのです。経営者の

決断が待たれます。

●不足するITスキルと人材　

ITがますます高度化・複雑化する中で、一般企

業にとって深刻化しているのがスキル不足で

す。開発の局面はもちろん、運用・保守・管理の

局面でも、十分なスキルを持った人材が質量共

に不足してきています。その一つの解決策がア

ウトソーシングであり、業務の設計・企画などの

コアの部分は社内で担い、専門的な知識が必

要な業務は外部に委託するという経営手法で

す。IBMでもアウトソーシング・サービスを積極

的に推進しています。一方でIBMでは、テクノロ

ジー・カンパニーの責任として、自己管理機能

を持ったハードウェアの開発に取り組んでいま

す。システムのトラブルなどはできるだけシステム

自体が自動的に修復し、管理要員などの人材

不足に対応しようという試みです。
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マネジメント最前線―1
Management Forefront―1

次世代e-businessのインフラストラクチャー
The infrastructure of next-generation e-business

日本アイ・ビー・エム株式会社
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取締役副社長

丸山 力

Tsutomu Maruyama
General Manager
Asia Pacific Technical Operations
IBM Japan, Ltd.

次世代e-businessのインフラストラクチャーとは、ネットワーク

を介して種々のハードウェアやソフトウェア、サービスなどをあた

かもユーティリティーのように活用し、各企業が一企業を超えた

スケール・メリットを享受していこうというものです。そのインフラ

ストラクチャーの重要な構成要素には、（1）サーバー、（2）スト

レージ、（3）ミドルウェア、（4）デバイスと、これらを支える（5）テ

クノロジーがあります。サーバーとストレージにまず求められるの

は、スケーラビリティー（拡張性）です。e-businessのトランザク

ションは時間の経過とともに増大していく傾向があり、最初は

小さなシステムから始めてビジネスが発展するにつれてシーム

レスに拡張させていく必要があるからです。このためIBMでは、

オープン・スタンダードに基づいた技術の採用を開発の基本と

し、例えばサーバーはすべてLinux対応としています。また、次世

代e-businessでは、従来、ともすれば個別に取り組まれていた

SCM（Supply Chain Management）やCRM（Customer Re-

lationship Management）などのアプリケーションをネットワーク

上のアプリケーションとともに互いに連携させてインテグレー

ション（統合化）することも課題になります。ここでキーとなる働

きをするのがミドルウェアですが、これもIBMではオープン・ス

タンダードに基づいた技術を採用し、クロス・プラットフォーム環

境を実現しています。また、次世代e-businessにおいて注目され

るのはデバイス、特にパーベイシブ・コンピューティング領域で

のデバイスです。ＣＰＵなどの情報処理能力を持つ半導体とネッ

トワーク機能を持ち、しかも形にとらわれない情報機器が個人

の仕事や生活に急速に広がり、活用されていくのは確実でしょ

う。そこでますます重要になってくるのが、より精密でより高速処

理を可能にする半導体技術など、e-businessの進展を下支え

するテクノロジーです。

Next-generation e-business infrastructure will involve the use of
various forms of hardware, software and services through
networks much in the manner of utilities, thereby enabling single
companies to enjoy the benefits of scale over and above their
own individual capacities.  The main formative elements of this
infrastructure are the following: 1) servers, 2) storage, 3)
middleware, 4) devices, and 5) technology for supporting these
elements.  The primary requirement of servers and storage is
scalability.  E-business transactions tend to expand with the
passing of time.  Beginning with small systems, they need to be
expanded seamlessly as business develops.  For this reason,
IBM takes the adoption of technology based on open standards as
the basis for development.  For instance, all servers are
compatible with Linux.  Furthermore, in next-generation e-
business, an essential task is to establish mutual links between
applications that have tended in the past to be dealt with
separately such as supply chain management (SCM) and
customer relationship management (CRM) with network-based
applications in order to realize integration.  Middleware has a key role
to play in this connection, and at IBM we realize this by adopting
technology based on open standards to create cross-platform
environments.  There can be no doubt that information devices of
undetermined form with semiconductors possessing CPU and
other information processing capacity and with network functions will
be making rapid inroads into the work and daily life of individuals and
will come into increasingly wide use in the future.  Under these
conditions it will become ever more important to establish the
technology needed to support the development of e-business in
forms such as semiconductor technology capable of realizing
more accurate and faster processing.



■ ネットワークの中に機能がある

IBMが次世代e-businessというコンセプトに言及したのは

2000年12月のことです。

e-businessは、インターネットを用いて、従来のビジネス・プロセ

スをよりスピーディー、かつエコノミカルに変革していこうというもの

でした。その基本的な考え方は今も変わりません。しかし、市場

にニーズが十分に熟していないうちに、新興のドット・コム企業

などが次々と新しいビジネス・モデルを打ち出した結果、一種の

フィーバー的状況下でネット・バブルといった現象も起きました。

その意味では、“コト”を起こすには時期尚早であった企業も

あるでしょう。しかし、ネットワークを介したB to B（Business to

Business）やB to C（Business to Consumer）の世界が今後も

引き続き発展していくのは確実ですし、現に、着実に業績を伸

ばしている企業がたくさんあります。このような企業にとって、ネッ

トワークとビジネスはますます不可分となっています。

では、今後のe-business、すなわち次世代e-businessにおけ

る方向性とは何でしょう。それは、ネットワークの中にいろいろな

機能が取り込まれていくことです。次世代e-businessとは、ネット

ワークを介して種々の機能、サービスがあたかもユーティリティーの

ように、つまり水道やガス、電気のように利用され、それぞれの企

業が一企業を超えたスケール・メリットをボーダーレスに享受して

いくというものです。

このようなネットワーク社会の大きな利点（スケール・メリット）

は、エコノミー・オブ・スケールとも表現できます。今までサーバー

もソフトウェアも企業ごとに構成され、使われていましたが、情報

資産が企業を超えて、あるいは業界や国境を越えて、時間さえ

も超えてボーダーレスにつながるインターネットの世界では、さま

ざまな投資は世界のあらゆる組織・人 を々サービス対象と仮定

することができます。個々の企業に蓄積された開発・管理のノウ

ハウですらネットワーク上に提供し、それを利用した会社で生産

性が向上するというケースもあります。

ところで、このようなネットワーク社会を目指すには、しっかり

したインフラストラクチャー（基盤）が必要ですが、現在のインフ

ラストラクチャーは十分なレベルにまで来ているのでしょうか。

「まだまだ来ていない」というのが、IBMの認識です。そこでIBM

では、次世代e-business推進の第一のカギとして「インフラスト

ラクチャー」に焦点を当てています。

■ インフラストラクチャーの構成要素

IBMでは次世代e-businessのインフラストラクチャーを、e-

businessアプリケーションの構築と実行に必要な製品とサービ

スとして定義しています。製品を構成するものは、（1）サーバー、

（2）ストレージ、（3）ミドルウェア、（4）デバイスと、これらを支える

（5）テクノロジーです。以下、その概要を説明していきます。

（1）サーバー

Webサーバー、アプリケーション・サーバー、トランザクション・

サーバー、キャッシュ・サーバー、データベース・サーバーなどの

サーバー群が、インフラストラクチャーの中心的な存在であるこ

とは、次世代e-businessでも同じです。しかし、それらがすべて

シームレスにネットワークにつながれることにより、設置場所はま

すます自在化し、求められる要件や目的によって、エンタープライ

ズ規模からPCレベルのものまで、さまざまなサーバーが利用され

ることになります。そこで求められるのは、すべてのプラットフォー

ムにおいてシステムの移行や統合を容易に実現できることです。

その目標を達成すべく、IBM eとしてすべてのサーバー

を再構築しました。

（2）ストレージ

ブロードバンド時代の到来を背景に、また、ネットワークによ

るスケール・メリットの享受という波に乗って、今後ますます注

目されるのが、ディスク装置やテープ装置などのストレージ群で

す。中でも次世代e-businessの主役と目されるのは、ネットワー

ク型のストレージです。IBMでは、そのソリューション技術として、

オープン・スタンダードをベースにしたSAN（Storage Area

Networking）、NAS（Network Attached Storage）などの選択

肢を用意しています。

以上はサーバーとストレージに関する考え方の“概要”です

が、これらの詳細については、本誌でもシステム製品事業部長

からの報告がありますので（8～11ページ）、そちらをご参照くだ

さい。ただ、ここで、あえて強調しておきたいのは、オープン・ス

タンダードへのこだわりです。

e-businessの実践の現状から見て、サーバーやストレージに

強く求められるのが、スケーラビリティー（拡張性）です。そのと

きに鍵となるのが、オープン・スタンダードによる一貫性であり、

統合です。このためIBMでは、オープン・スタンダードに基づい

た技術の採用を開発の基本とし、例えばサーバーはすべて
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Linux対応としています。オープン・スタンダードの採用は、マル

チベンダー環境への対応、開発・運用面での効率化といった面

でも利点が多々あります。

（3）ミドルウェア

ネットワーク上のアプリケーションの実行環境、およびパフォー

マンスやセキュリティーなどの基本機能を提供し、お客様のアプリ

ケーション開発をサポートするミドルウェア群も、次世代e-business

の重要なインフラストラクチャーです。IBMでいえば、WebSphere®、

DB2® Universal DatabaseTM、WebSphere MQ、Tivoli®、Lotus

などの製品です。これらの製品でもJavaTM、XML、UDDIといっ

たオープン・スタンダードを積極的に採用するとともにLinux対応

も進めています。なお、IBMのミドルウェア戦略については、ソフト

ウェア開発研究所所長からの具体的な報告（本誌No.31、4ペー

ジ）がありますので、そちらをご参照ください。

■「人と環境にやさしい」デバイス

（4）デバイス

次世代e-businessでは、パーベイシブ・コンピューティングが

本格化します。パーベイシブは「浸透する」という意味で、ユビ

キタス（遍在する）・コンピューティングともいいます。ネットワー

ク・コンピューティングが人々の生活のあらゆる面に広く深く浸

透していくことです。その主役は、ＣＰＵなどの情報処理能力と

ネットワーク機能を持ち、しかも形にとらわれない情報機器（デ

バイス）です。

このパーベイシブ・コンピューティングの世界では、日本は世

界をリードする立場にいます。インターネットに接続される携帯

電話の台数がPCのインターネット接続の台数を追い抜いた世

界最初の国であり、身近な製品を情報機器化する、高い技術を

持つ家電メーカーや自動車メーカーが国内に多数存在している

からです。近い将来、情報家電や自動車は、それぞれにIPアド

レスを持ち、インターネットを通じて、いつでも、どこからでも情報

にアクセスできる環境が実現するでしょう。日本アイ・ビー・エム

でも、ワイヤレスの通信機能や個人認証技術を備えたLinux搭

載の腕時計型コンピューター“WatchPadTM”の実験機を既に開

発しています。IBMでは有機材料を使ったトランジスターの研究

も進めており、これが実用化したときには、ウォ－ブン（woven：

織り込まれた）・コンピューターも夢ではなくなるでしょう。いず

れにせよ、今後のデバイスの要件は、「いつでも、どこからでも」

ネットワークにつながることであり、IBMではワイヤレス／モバイ

ル技術を重視しています。また、モバイル・コンピューティングで

はディスクにも大容量が求められますが、IBMの最新の2.5イン

チHDD（ハードディスク・ドライブ）は容量が60Gバイトで、DVD

の映画なら15本分が収蔵できる計算です。また、デジカメ用に

も使える1インチのマイクロドライブの場合、500円硬貨サイズの

ディスクの入ったマッチ箱サイズのストレージで1Ｇバイトを達

成しました。これを実現したのが極小の体積に機能を搭載させ

るミニチュアライゼーションの実装技術です。

一方、デバイスに求められるもう一つの方向性に「人にやさし

い」「環境にやさしい」ことがあります。IBMは既に環境配慮につ

いて、PCなどの低消費電力・長寿命化などの技術で業界のトッ

プクラスにありますが、今後もこれらの性能をより高めていきます。

「人にやさしい」技術では、画面の文字が見にくい人や、キー

ボードやマウスの操作が困難な人でも、簡単にPCやインターネッ

トが楽しめるようにする取り組み「ITry（アイトライ）」を進めて

います。また、例えば液晶ディスプレイの開発に際しても、高解

像度だけでなくEase of Use（EOU：使い勝手）を追究し、最近

では、ノート型PC画面の視野角を上下左右170度までに広げる

ことに成功しています。

■「ムーアの法則」を超えるための技術

（5）テクノロジー

「コンピューターのハードウェアは、製品の価格対性能比が18カ

月ごとに2倍になる」という「ムーアの法則」を支えてきたのは、

半導体技術でした。次世代e-businessにおいても、サーバーや

ストレージ、デバイスなどのインフラストラクチャーを下支えする

のは、半導体技術や実装技術です。IBMでは、今後も「ムーア

の法則」を維持するために、技術のブレイクスルーに挑んでい

ます。ここでは、近年の成果の一端をご紹介します。

銅配線技術

1997年にIBMが銅配線技術を発表するまでの過去30年間、

半導体の配線の素材にはアルミニウムが使われてきました。ア

ルミニウムの代わりに銅を使えば、電気の伝導率がよく速度が

向上することは知られていましたが、銅配線の製造には微細な

処理が必要で非常に難しいものでした。IBMでは、シリコン・
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ウェハー上で銅の拡散を防ぐバリアを開発し、この問題を解決

して半導体チップの高速化に大きく寄与しました。

SOI（シリコン・オン・インシュレーター）

普通の半導体は、シリコン基盤の上に薄膜を何層にも重ねて

トランジスターを作りますので、どうしてもシリコン基盤内に流れる

無駄な電気が発生します。そこで、シリコン基盤とトランジスター

薄膜の間に絶縁層を埋め込み、電気の漏れをなくした技術が

SOIです。当然、スイッチング・スピードは速くなり、35～70％の電

力削減を実現しています。

Low-k

半導体の配線が高密度になるほど、やはり配線間の電気的

クロストークは避けられず、電力が浪費されるとともにパフォー

マンスが低下します。Low-kとは、SiO2（二酸化シリコン）より比

誘電率（ｋ）が低い絶縁材料の総称で、こうした材料によりチッ

プ上の配線の容量を低減し、高速な信号の伝達と低消費電力

化を実現する技術です。最近では、Low-kとしての有機材料の

採用がIBMより発表されました。

ストレインド・シリコン

シリコンの結晶の原子と原子の間を少し広げると電子が速

く動くという性質を利用して、半導体チップを高速化する技術

です。原子間を広げるにはSi結晶をひずませる方法があり、そ

の技術には新素材のシリコン・ゲルマニウム（SiGe）が使われて

います。

さらにIBMでは、将来の半導体技術としてナノテクノロジーに

注目し、カーボン・ナノチューブによる集積回路の研究も進めて

います。ナノチューブはどのような作り方をしても半導体のほか

に導体が含まれてしまっていたのですが、IBMでは半導体のト

ランジスターをオフ状態にして瞬間的に電圧をかけると導体部分

が破壊され、半導体のナノチューブだけが残り、それによりトラン

ジスターが廉価に作られることを実証しました。実際に集積回路

に利用するにはまだ多くの課題を残していますが、将来シリコン

を上回る集積度のLSIの材料になると期待されています。

これらの技術はいずれもIBMがリーダーシップを取り、「ムー

アの法則」を引っ張る格好になっています。銅配線、SOI、Low-

kなどのテクノロジーは既にIBMで採用されており、次世代e-

businessのインフラストラクチャーづくりは着々と進行している

と言っていいでしょう。

■ 究極の目標は、ダイナミックe-business

IBMがLinuxとともに注目しているオープン・スタンダード技

術にXMLがあります。XMLをベースにすれば、プログラム言語

を選ばずにアプリケーションの相互運用が容易に実現でき、こ

の特徴を「ネットワークの中にサービスもある」という次世代e-

businessのインフラストラクチャーに生かそうというのがWebサービ

スです。

Webサービスは、まずサービスの要求者と供給者という関係

だけでスタートすると思いますが、いずれサービスの仲立ち役を

担うサービス・ブローカーが登場してくることでしょう。しかし、

これらはまだまだリアルな「人間」が介在する世界です。やが

て、人間がほとんど関与することなくシステムがサービスを取引

し、ダイナミックに、あるいはオートマティックに企業間のビジネス

を遂行することも現実のこととなるでしょう。また、システム自体が

異常を感知し、トラブルを回避したり修復するようになるでしょう。

既にIBMでは、こうした未来型コンピューティングのモデルを開発

する「Project eLiza（イライザ）」がスタートしています。これらは

ほんの一端ですが、これが、次世代e-businessの究極として想

定される、ダイナミックe-businessの世界です。もちろん、こうし

た世界が実現するまでにはITにおける数々のブレイクスルーが

必要で、IBMにとってもお客様にとっても大変にチャレンジング

な世界だと思います。

最後に付言したいのは、次世代e-businessでは、ビジネスの

領域を超えて、コンピューティングの恩恵が人間社会のあらゆる

局面に及ぶことを目指しているということです。例えばIBMでは

ライフ・サイエンスの領域に挑み、短時間でのDNA分析や、生命

を理解するキーである「タンパク質の折りたたみ構造」解析に

寄与するために、毎秒1,000兆回の浮動小数点演算処理能力

を持つ「ペタFLOPSコンピューター」の開発意向を発表してい

ます。次世代e-businessの時代では、コンピューターが生活の楽

しみをより広げるパーベイシブ・コンピューティングとともに、人

類と科学に貢献するディープ・コンピューティングが飛躍的に進

展するはずです。それだけに、そのインフラストラクチャーを担う

IBMの責任も大きなものがあると思っています。
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In 2001, under the severe conditions imposed by the simul-
taneous worldwide recession and the bursting of the Internet
industry bubble, extensive efforts have been made to strengthen
managerial foundations and to enhance competitiveness using
information technology, for instance through the rebuilding of
basic systems including the construction of ERP and server
consolidation aiming toward optimization of TCO.  The market is
currently pervaded by a desultory mood in which information
technology is regarded as one of the underlying factors
contributing to recession.  But it is precisely because we find
ourselves in such an environment that we need to embark on
forward-looking structural reform making use of information
technology.  In other words, the construction of a strong
information technology infrastructure with sights set firmly on the
future should be seen as the means for extracting ourselves from the
global recession.  We believe that it is our responsibility as IT
vendors to provide e-business infrastructure oriented to the new era.
October 2001 marked the first anniversary of the launch of IBM

e, our new server brand oriented toward e-business of the
next era, and it was during this month that we came up with new
ideas that are likely to have considerable importance within our
future server strategy.  I am referring specifically to the updating of
IBMe centering on the UNIX® server (p690), which is in
the top international class and costs only around a half of rival
products, and the new technology "Enterprise X Architecture,"
which, as regards expandability and reliability, is worlds away
from the IA (Intel Architecture) of other companies.  By
incorporating high-end technology developed by IBM on the
market over many long years into open systems such as UNIX
and IA, we are going to be providing expandability and reliability that
no other company can even begin to imitate in the field of mission
critical.  We have also launched our self-management system
development project under the name of the "Project eLiza."  This is
IBM's answer to the rapid increase in the objects of administration
within the future information technology environment, which is
likely to grow ever more complex and diverse from now on.

マネジメント最前線―2
Management Forefront―2

2001年には、世界同時不況やネット・バブルの崩壊といった厳し

い環境の中、ERPの構築をはじめとした基幹システムの再構築や、

TCOの最適化に向けたサーバー・コンソリデーションなど、ITを利

用して経営基盤をより強固にして競争力を高めるような取り組み

が数多く見られました。現在の市場にはIT＝不況の一因という悪

いムードも漂っていますが、このような環境だからこそ、「ITを利用し

た前向きな構造改革」すなわち、将来を見据えた強いIT基盤の

構築が世界的不況を勝ち抜くための術であり、この新しい時代に

向けたe-businessインフラストラクチャーを提供することが私ども

ITベンダーの責務であると考えています。

2000年10月に次世代e-businessに向けた新しいサーバー・ブ

ランドとしてIBMeを発表してから一周年となる2001年

10月に、今後のサ－バー戦略において重要となる発表を行いま

した。世界最高クラスで価格は競合製品の約2分の1のUNIX®

サーバー「p690」と、他社のIA（インテル・アーキテクチャー）サー

バーとは拡張性と信頼性において一線を画す新しいテクノロ

ジー「エンタープライズX-アーキテクチャー」を中心としたIBM

eのアップデートです。UNIXやIAといったオープン系に

IBMが長年市場で培ったハイエンド技術を取り入れることで、

ミッション・クリティカルな領域で「他社にはまねることができな

い拡張性と信頼性」を提供していきます。加えて、自己管理シス

テム開発プロジェクト「Project eLiza」を発表しました。それは、

複雑・多様化が加速する今後のIT環境における管理対象の急

増と、ITスキルと人材の不足に対応するIBMの回答です。

IBM eとストレージの動向
Trends in IBM e and storage

日本アイ・ビー・エム株式会社
理事・システム製品事業部長

小出 伸一

Shinichi Koide
Vice President
Systems Sales 
IBM Japan, Ltd.

®

®
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■ ハイエンド・テクノロジーを共有化

IBMが2001年10月に発表したeの新製品、新テクノ

ロジーは、お客様にとって、また、IBMにとって、将来にわたる

サ－バー戦略の方向性を示したものでした。長年培ったハイ

エンド・テクノロジーをすべてのサーバーで共有化。そこでは、

高性能・省力化を支えるIBMテクノロジーが随所に生かされ

ています（図1）。

以下に、そのハイライトをご紹介します。

世界最高クラスで、価格は競合製品の1/2のUNIXサーバー

pSeries 690

IBM eのpSeries 690（開発コード・ネーム：Regatta）

は、ギガプロセッサーPOWER4を初めて搭載したUNIX®サー

バーです。POWER4は1チップ上に2way SMP構成が可能、か

つz900で採用されている1プロセッサー・ボード上に複数のCPU

を搭載可能なMCM（マルチチップ・モジュール）をUNIXで初

めて実装しています。これにより、MCM上に4チップ（8CPU）搭

載して32wayまで拡張でき、その性能は現行のハイエンド機の

約2倍となります。

また、FFDCというエラー・センサー機能により、障害率が従

来に比べて大幅に減少することも特長の一つです。Regattaは、

最初のエラー発生時に、障害個所を検知し、問題個所を切り

離し、ほかのプロセッサーやメモリーに振り分けることで、システ

ム・ダウンにつながる障害率を減らします。これらの機能は、自

己管理システム開発プロジェクト「Project eLiza」における「Self-

healing」、つまり自己修復の一機能です。

さらに、16分割まで可能なロジカル・パーティショニングをサ

ポートするようになります。CPU 1個単位から分割可能で、分割

単位が固定されている他社のPPAR（物理パーティショニング）

とは一線を画します。

拡張性と信頼性において一線を画す、

新しいテクノロジー「エンタープライズX-アーキテクチャー」

「エンタープライズX-アーキテクチャー」は、IBMが長年培っ

た技術によりIA（インテル・アーキテクチャー）サーバーの拡張

性・信頼性を劇的に高めることができる、IBM独自のチップ・セ

ットです。

高速化・省電力化を実現するIBMの銅配線、SOI技術をイン

テル・アーキテクチャーに取り込むことで、拡張性・堅牢性を高

めることができます。

特に、IAサーバーの課題となる拡張性においても、他社には

ない16wayのスケーラビリティーを確保することができます。また、

4way単位の物理分割（PPAR）にも対応できるようになります。
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図1．高性能・省エネルギー化を支えるIBMテクノロジー
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また、メモリーについても、ミラーリングを行い、システム・ダウ

ンにつながる障害率は低減されます。

z900の新モデルと機能拡張

zSeries 900（z900）については、キャパシティー・アップグレー

ド・オンデマンド（CUoD）による拡張を、従来の9wayから最大

16 wayまでに拡張した新モデルを発表しました。また、新モデ

ルはプロセッサーに加え、メモリーのCUoDを実現しています。

ハイパーソケットは、LPAR間で、メインメモリーを経由してデー

タ転送を可能にする機能です。通常のように、内部バス経由で

転送するのに比べ、約2～3倍高速です。

■ サーバーが自律的に管理を行う

IBMがサーバー開発で目指すビジョンの一つに、サーバーが

自らを自律的に管理する「Autonomic Computing（自律型コン

ピューティング）」があります。2001年10月、eの将来にわ

たる開発ロード・マップの一つとして、この自律＝自己管理する

システムを実現するための開発プロジェクト「Project eLiza」を

公表しました。この自己管理（Self-managing）機能により、ユー

ザーは本来のビジネスにより専念することが可能になります。

e-businessと技術の進展に伴って複雑化・多様化するワー

クロードを扱うために、異種多数サーバーの混在環境はさらに

広がるでしょう。このようなIT環境では、管理対象の増加、不足

するITスキルと人材などの課題が生じます。このような、もはや

人手では管理することができないITインフラストラクチャーを自律

的に管理する仕組み、それが自己管理システム開発プロジェク

ト「Project eLiza」が目指すものです。

「Project eLiza」は、後述するように、自己構成・最適化・修

復・防御という自己管理に必要な四つの機能をフレームワー

クとして、各シリーズの特性・製品計画に沿って段階的に実現

されます。

「Project eLiza」における自己最適化を既にシリーズ内で実

現しているのが、zSeriesのIRD（Intelligent Resource Director）

です。IRDは、論理区画内の負荷バランスを司るWLM

（WorkLoad Manager）からの情報を全区画にわたってモニター

し、LPARと協調してプロセッサー、メモリー、I/Oバンド幅といった

物理的なCPU資源を最適な形で自動配分します。

例えば、Webのトランザクションが急増した場合、優先順位が

低い区画のシステム資源を、資源を必要とするWeb区画に自

動的に割り振ります。「eLiza」では、このIRDをi/pSeriesへ展開

していく計画です。

（1）自己構成（Self-configuring）

運用を中断することなくシステムの再構成・拡張を実現。

e-businessの急激なトランザクションの増加に際しても、予備

の資源を使用可能にして稼働中にキャパシティーを拡張する、

ソフトウェアのバージョン・アップを自動的に行う、ワイヤレス機

器からリモートでシステムの管理をする、といったことが可能に

なります。

（2）自己最適化（Self-optimizing）

システム・リソースとワークロードの最適化。

ビジネスの優先順位に応じて、CPU、メモリー、I/Oなどの資

源を効率的に割り当て、パフォーマンスの最適化を図ります

（WLMやIRD）。加えて、複数異機種のサーバー環境における

全体での最適化を図り、それらを一元的に管理することを目指

します。これは、複数サーバーを抱えるお客様や、複数のお客様

を抱えるデータ・センター環境などに最適です。

2000年10月には、新たに以下のような機能が発表されています。

pSeriesにおけるロジカル・パーティショニング（LPAR）機能。

xSeriesにおけるエンタープライズX-アーキテクチャーにおけ

る物理パーティショニング（PPAR）機能。

zSeriesにおけるIRDのLinux区画への拡張。IRDはLPARに

より分割された論理区画間で物理的なプロセッサーとI/O資

源配分を動的に調整。

（3）自己修復（Self-healing）

障害を事前に検知・修復し、システムの常時稼働を実現。

システムの稼働状態を診断して、エラーの頻度や再試行の回

数に応じて事前に障害の発生を予測して切り離す機能、ビッ

ト・エラー発生時はパリティーを使用して補正する機能、二つの

論理回路で計算結果を常時マッチングし異なる場合は再試行

する機構も実装されています。

障害発生時には、予備の代替部品に切り替え、不良部品の

交換もシステムを停止せずに行えます。これは、完了まで1年も
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かかるような科学計算処理や、システム停止が許されないECサ

イトやERPなどのミッション・クリティカルなアプリケーション領域

に活用されます。例えば、以下のような機能があります。

FFDC（First Failure Data Capture）：すべてのエラー情報を

発生時にキャッチします。エラー・チェッカーを随所に配置し

てエラーに対応し再発を防止します。［pSeries］

（4）自己防御（Self-protecting）

不正なアクセスからの自動防御。

ネットワークを経由したコンピューターの不正使用に自動で

対応します。各種セキュリティー機能を全シリーズに提供し、不

正ユーザーからのアクセスや、システムの改ざんをソフトウェアお

よびハードウェア双方から防止します。

LPARで複数OSを稼働させる場合にも、論理区画間は互い

に影響を与えることなく独立して稼働可能です。

■ ハイブリッド型のSAN

次世代e-businessを支えるインフラストラクチャー技術として、

サーバーと同様に重要となるのがストレージです。SAN（Storage

Area Network）やNAS（Network Attached Storage）、iSCSIと

いったさまざまな接続形態に対応するやディスク、テープといっ

た製品をトータルに提供しています。

企業がストレージ・ネットワークを構築する場合、部門ごとの

ニーズに応じてSANやNASを使い分け、かつ、管理は一元的に

行うのが「ハイブリッド型のSAN」で、今後、主流になると思われ

ます（図2）。

例えば、IT部門や電算室の管轄である基幹システムのスト

レージは、ファイバー・チャネルによるSANを導入して、バック

アップをはじめとした管理を効率的に行うことができます。

一方で、オフィス・エリアには導入が容易で低コストのIPチャ

ネルによるiSCSIやNASが向いています。そこで、こうした混在

環境をスムーズに連携させるためのゲートウェイ製品をIBMで

は提供しています。

これらに運用管理ツールであるTivoli®の機能を組み合わせ

ることで、SANやNASを最適に組み合わせたネットワークを一元

的に管理し、IT部門は社内SSP（Storage Service Provider）と

も言える役割を担うことができるようになるわけです。

このようにIBMは、e-businessインフラストラクチャーという考

えから、次世代e-businessを強力に推進しています。

常に業界をリードしている技術力や将来を見据える先見性

を生かしたIBM eやストレージのテクノロジーは、企業

が新たなビジネス環境で勝者になるためのソリューションづく

りに大いに貢献すると確信しています。
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図2．IBMストレージ・ネットワーキング・ソリューション
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IBM Japan's technical support division plays a role as the link
between customers and the development sector.  In accordance with
customers' system environments and requirements, we are
incorporating new technology and products and are feeding back the
improvements that have come to light within this process into the
development sector.  Particularly common among the remarks
directed our way by customers recently have been those
connected with inter-operability between basic systems, Web
systems and the same systems using different equipment.  "We want
to reconstruct our system so as to incorporate the most advanced
Web technology and products while at the same time making use of
existing key systems."  "We are interested in integrating the
different systems connected randomly inside the company and in
creating an environment in which the various applications can be
used freely."  Such requirements are typical of customers who
wish to find solutions to issues confronting them at the present
time.  On the other hand, there has also been an increase in the
number of customers consulting us about response to future
needs.  Customers have been approaching us, for example, in
connection with how they can make practical use of the Web
services that have been the subject of so much attention recently.
Integration and interoperability of systems have become major
objectives of next-generation e-business infrastructure.  Examples of
technical support participation include systems incorporating
message hubs that efficiently integrate corporate systems, and
we are also working on systems in line with Web service protocol.
We intend here to take a look at trends affecting standards in the
Web technology industry and to report on the current state of
business integration.  Web services constitute one of the most
advanced evolutionary stages of such developments.  These
services are having an enormous impact and they may well
change the paradigms of information systems.

マネジメント最前線―3
Management Forefront―3

日本アイ・ビー・エムのテクニカル・サポートは、お客様と開発部

門のつなぎ役を担い、お客様のシステム環境や要件に合わせて、

新しいテクノロジーや製品を組み込んだり、その過程で洗い出さ

れた改良点を開発部門にフィードバックしたりする活動を行って

います。最近、お客様から寄せられるご相談で多いのが、基幹シ

ステムとWebシステム、あるいは異機種システム間でのインター

オペラビリティーに関することです。「従来の基幹システムをその

まま生かしながら、先進的なWebテクノロジーや製品を取り入

れてシステムを再構築したい」「社内でばらばらに接続されている

異機種のシステムを統合し、それぞれのアプリケーションを自在

に活用する環境をつくりたい」といった現状の課題への解決策

をはじめ、「近ごろ話題になっているWebサービスを利用したい

が、具体的にどうすればいいのか」といった将来対応へのご相談

も多くなっています。

システムのインテグレーション（統合化）とインターオペラビリ

ティー（相互運用性）は、次世代e-businessのインフラストラク

チャーの大きな目標です。テクニカル・サポートの参画した事例で

は、企業システムを効率的に統合するメッセージ・ハブを導入した

システムがあり、Webサービスのプロトコルに即したシステムも既

に手掛けています。ここでは、「基幹業務の中に取り込むWebテ

クノロジー」という視点で、Webテクノロジー業界標準の動向を

検証し、ビジネス統合の現状をご報告します。その進化の一つの

到達点であるWebサービスのインパクトは大きく、情報システムの

パラダイムを変える可能性を持っています。

基幹業務におけるWebテクノロジーの取り込み
Tackling Web technology in basic work

日本アイ・ビー・エム株式会社
テクニカル・サポート
システム＆ウェブソリューションセンター
部長

河野 文豊

Fumitoyo Kawano
Technical Support Executive
System & Web Solution Center
Technical Support
IBM Japan, Ltd.



■ 情報システムの新しいパラダイム

一般に、コンピューターというものは非常に複雑だと思われて

いますが、本来、家電製品のように身近な存在であることが理想

です。電源を入れれば説明書など一切なしに使いこなせること

が望まれます。

お客様にシステムや新製品の技術的なサポートをする、私ど

もテクニカル・サポートも、複雑なシステムをできるだけ簡単に、

かつ確実にお使いいただき、最新のテクノロジーの成果をお客

様に享受していただきたいと思っています。しかし、この「複雑

なものを簡単に」というのは、情報システムの場合、そう簡単で

はありません。むしろ、年々難しくなっています。その理由は、IT

が猛スピードで進化しており、システムが高度化・複雑化し、製

品が多様化しているからです。

今日ではある意味で、システムを構築・稼働させるための機能

を備えた製品は、ハードウェアからソフトウェアまで、ほとんど出

そろっているといっていいでしょう。あとは、そうした製品を上手

に選択し、いかに組み合わせていくかですが、それにはIBM製

品から他ベンダー製品にわたる知識やシステム構築にかかわ

るスキルが必要です。ところが、そうした膨大な知識やスキルの

習得は個人の能力レベルを超えています。ましてやWeb時代

になって、開発期間が短くなる一方の状況で仕事をしている技

術者は日々の対応に追われ、「情報システムをより簡単にする」

といったテーマに取り組む余裕がなくなっています。同様の問

題は運用や保守の面でも見られ、複雑な業務をこなせる技術

者の絶対的な不足という深刻な事態を迎えています。

コンピューターが本格的に世に出てから約50年。今こそ情報

システムには、その設計・構築・開発・運用・保守に至る工程を

飛躍的に効率化し、簡単にするための新しいパラダイムが求め

られているといえましょう。そして、その新しいパラダイムへの道

が、Webテクノロジーによって開かれようとしています。それが

Webサービスです。

■ 開かれてきたWebサービスの世界

アプリケーション開発は、最初はすべて「手作り」でした。自社

の業務に合わせた経理システムや生産システムなどを、ベンダー

の協力を得たりしながら各企業が独自に作っていました。やが

て各種の適用業務パッケージが出てきて、これらを利用するこ

とで、アプリケーションの一部は自社で開発しなくてもよくなり

ました。しかし、いずれにせよ自社内で開発するというスタイル

はそのままでした。

ところがWebサービスが本格化すると、他社のシステムにつな

げて、必要なときに必要なアプリケーションやコンポーネントを使

うことが可能になります。例えば、インターネット上に「経理業務の

Webサービス」があれば、それを利用することにより、サービス提

供者のシステムが経理業務を行ってくれるのです。もはや各企業

でプログラムを作る必要はなくなり、使うことに専念すればよくな

ります。自社内にコンピューターを置いておく必要もありませんの

で、運用や保守の業務からも解放されます。

Webサービスは、インターネットを介してアプリケーションの企

業間取引を実現するための仕組みとして構想されたものです。

サービスの提供者、サービスの利用者、そして、サービスのディレ

クトリー（目録）を提供するサービス・ブローカーの三者で構成

されます。Webサービスでアプリケーションなどをやり取りする

ための通信プロトコルがSOAP（Simple Object Access

Protocol）、情報を記述するための形式がWSDL（Web Service

Description Language）、ディレクトリーの規格がUDDI

（Universal Description, Discovery and Integration）で、いず

れもXML（eXtensible Markup Language）をベースにしていま

す（図1）。

このように、その技術は業界標準のWebテクノロジーを基盤

とし、Webシステムと基幹システムの連携、さらには、異機種シス

テムの統合・相互運用といった、次世代e-businssの目標とも深

くかかわっており、その一つの到達点となるものです。

では、Webサービスは、どのような技術的な背景の下に生ま

PROVISION  No.32  /Winter 2002 13

　SPECIAL FEATURE : Approaches to the Next Generation of e-business 特集　次世代e-businessへのアプローチ�

図1．Webサービスのアーキテクチャー
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れてきたのでしょうか？

■ Web技術の基幹業務への適用

Webはスタティック・コンテンツ、いわゆるWebページから始ま

りました。ブラウザーさえあればだれでも要求したページを見るこ

とが可能となり、企業と消費者など外部のユーザーとの情報共

有が実現しました。システム的に見ると、ブラウザーの要求に対

してWebサーバーがHTML（Hyper Text Markup Language）

ファイルをブラウザーに転送するという簡単な仕組みですが、

HTMLファイルの転送に利用するhttpという通信手法は軽便で

あり、特にファイアウォール越えの環境に適していたため、だれ

もが簡便に利用できるB to C（Business to Consumer）の商取引

やコミュニケーションの新しいツールとして普及しました。

続いて、このように普及した技術をなんとか基幹業務の世界

で、あるいはB to B（Business to Business）で生かせないかと

いう試みが行われます。例えば、受発注業務での利用。かつて専

用線やVANで行っていたEDI（Electronic Data Interchange）

をWebで行おうといった試みです。しかし、Webページを基幹

業務で利用する場合は、個々の要求に対してHTMLファイルを

単に返送するだけではすみません。入力値に応じて処理結果

を変化させる、すなわち、毎回ダイナミックにページを作り変え

る必要が出てきますし、Weｂサーバーに対して何がしかのプロ

グラムを実行してくださいという要求を出す必要があります。

こうした問題を解決するために開発されたのが、CGI

（Common Gateway Interface）です。Webページから指示を出

し、Webサーバーと外部のプログラムが連携して要求された処

理を行い、その結果をWebページで得られる仕組みです。しか

し、CGIは、サーバー・セキュリティーやレスポンスの安定性、セッ

ション管理などの面で問題点が多々ありました。

一方、クライアント・サイドのオブジェクト言語として生まれた

JavaTMが、e-businessの要求に適用するようにサーバー・サイド

の技術として発展し、サーブレット技術がCGIの問題点を幾つ

か解決しました。サーブレットは、プラットフォームやベンダーか

ら独立した環境の確保というJavaの特徴を引き出すことにも

なりました。

また、開発面では、従来GUIを提供する部品として使われて

いたBeansをアプリケーションのロジックの再利用技術に使う

ようになり、そのコンポーネント技術であるEJB（Enterprise

JavaBeans）が登場します。EJBは、分散オブジェクトの規格

CORBA（Common Object Request Broker Architecture）の

仕組みを継承しつつ、実用面で制約の多かったCORBAの欠

点を解消し、オブジェクトの「ゆるやかな結合」を実現しました。

データベース接続やトランザクション処理から独立させた形でビ

ジネス・ロジックを部品化することができますので、変化への柔

軟性が求められるWebアプリケーション開発に適しており、現在

では大規模Javaアプリケーションの標準規格になっています。

さらに、JSP（Java Server Pages）と呼ばれる、Javaに関連す

るページ生成の技術が確立されたことにより、ページ生成ロジッ

クとアプリケーション・ロジックを分離することができるようにな

り、システム環境に依存しないデータ記述言語としてのXMLが

注目されるようになりました。

XMLは文書の論理構造を記述する言語で、タグがデータ内

容の項目となっており、そのタグの要素を自分で定義できるよ

うになっています。その際、データ内容は、普通のプログラムや

コンポーネントであってもいいという特徴があり、このXMLの特

徴がWebサービスのSOAPに生かされます。

このように、Webサービスは、分散システムとオブジェクト指向

の技術を融合させた分散オブジェクトの考え方の延長上にあ

るITであり、XMLによって具現化されたものです。

■ ハブ機能で統合

最近、お客様から寄せられるご相談で多いのが、「基幹シス

テムは変更せずに、最新のWebテクノロジーや製品を使ったシ

ステムを構築したい」「現在、社内に分散的に接続されている

異機種のシステムを統合し、それぞれのアプリケーションを自在

に活用する環境をつくりたい」といった内容です。こうしたシス

テムのインテグレーション（統合化）とインターオペラビリティー

（相互運用性）は次世代e-businessの目標であり、テクニカル・

サポートでも積極的に対応しています。

最近の事例で見られるソリューションは、メッセージ・ブロー

カーという考え方でビジネス・ハブ（メッセージ・ハブ）を導入

し、そのハブ機能でエンタープライズ・システムを統合しようと

いうものです。種々のシステム間の相互接続ではN対Nのイン

ターフェースが必要ですが、ハブを設けることによりN対1に対
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応するだけでよくなり、システム構築の簡素化と早期化が図れ

ます。ツールにはIBMのWebSphere®MQや関連製品のMQSI

などが多く使われており、代表的な事例では大手都市銀行様

の勘定系から新サービスのシステム統合があります（図2）。ま

た、韓国を代表する製鉄所からのご相談に応じて、各地に分

散した30を超える異機種システムやアプリケーションをこのハ

ブ機能で統合したケースもあり、これは2001年7月に本番稼働

しています。

システムの統合化や相互運用性の究極のソリューションは

Webサービスの利用ということになると思いますが、サービス・

ブローカーを介しての本格的な体制が整うにはまだ時間がか

かるでしょう。しかし、Webサービスのテクノロジー、例えばSOAP

やWSDLの規格を使って企業内や企業間でプログラムをやり

取りする試みは既に始まっており、一部の企業では実際の業務

に利用しています。IBMでも、Webサービスをサポートする初めて

の製品としてWebSphere V4を発表しています。Webサービス活

用の環境は急速に整っているといえましょう。

むしろ問題は、「他社で作ったアプリケーションやコンポーネ

ントなんて、信頼できない」といった利用者の固定観念でしょ

う。このことに関して、私は最近、ちょっと衝撃的な記事を読み

ました。「自社で作ったアプリケーションを公開しますので、自由

に使ってください。ただしルールが一つあります。使っているうち

に機能アップさせたら返してください」という広告を出した企業

があるというのです。これは、まさにプログラムの開発と活用に

ついての固定観念をくつがえす、逆転の発想だと思いました。

この発想の背景にはオープン・ソースOSとしてのLinuxの普及

があるのでしょうが、アプリケーションまでも公開し、外部の技術

者が協力して磨き上げていこうという考え方は従来にはなかっ

たものです。

アプリケーションなどの情報資産の価値は、「所有」ではなく

「使用」にあります。そうした考え方が普及すれば、Webサービス

もおのずから普及していくと思います。

IBMでは、Javaソフトウェア環境やXML、Webサービスを、異な

るコンピューティング・プラットフォーム間でe-businessを広める

ための戦略的技術ととらえており、今後さらに、そのテクノロジー

に取り組んでいきます。
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図2．勘定系～新サービス・システムの統合
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業向けを想定していました。一口に中小企業といっても自社の

システム部門がサーバーを運用している会社もあれば、PCが

1台だけでダイヤルアップでインターネットに接続している小さ

な会社もあるでしょう。そうした幅広い規模のお客様に対応す

る必要があることから、仕組みとしてはストライク・ゾーンがず

いぶんと広いものになりました。事業化に当たっては、そのま

まの仕組みでお客様に満足いただけないだろうという議論に

なったのです。

もう一つは、受発注・倉庫・配送という各サブシステムを作っ

ただけではサービスとして成り立たないことです。業務の核とな

る“マネジメントセンター”にスタッフを用意して、いつでもサービ

スが提供できる体制を整える必要もありました」（林氏）。

「事業化に当たっては、私どものサービスがお客様にどんなメ

リットをもたらすのかということを、さまざまな角度から検討しま

した。実証実験でユーザーになっていただいた企業や、実際に

サービスを利用されたお客様の声を集めて、徹底的に分析した

のです。その結果、ビジネスとして間違いなく成功するという手

ごたえはありました。

ただ、実際に皆さんに利用していただけるほどインターネットが

普及しているのかという点が問題になりました。例えば、Webブ

ラウザーによる受発注の仕組みを提供したとしても、実際には

Faxや電話による注文の方が多いかもしれません。そういったこ

とまで想定した仕組みづくりが必要だったのです」（孫工氏）。

実際にサービスをスタートさせるには、お客様の多種多様な

ニーズにこたえなければなりません。受発注～倉庫～配送のす

べてを利用するパターンもあれば、配送だけ、あるいは運送関

係だけの場合もあるでしょう。さらには、「輸送だけでなく、決済

も頼みたい」といった要望が出てくる可能性もあります。だから

といってカード決済の仕組みを同社で一から開発するのは、時

間的にもコスト的にも現実的ではありません。そこで決済サービ

スを提供している会社と提携して、そのサービスを“物流ゲート

ウェイサービス”につなぐ仕組みを作ることで対応するなど、メ

ニューを充実させることで事業化のめどをつけていきました。

■ 人間系での対応を重視

物流の企画から、実際に荷物を運ぶという業務までを丸ご

とお引き受けするサービスを“サードパーティー・ロジスティクス”

と呼びますが、“物流ゲートウェイサービス”はサードパーティー・

ロジティクスにほかなりません。

その意味では、このサービスに取り組むということは、情報

サービス会社の枠を超えた事業を行うということであり、同社

は物流分野のアウトソーサーとしての道を歩み始めたことにな

ります。ここで、実際に提供されているサービスの事例を、幾つ

か見ていくことにしましょう。

図1は化粧品・健康食品メーカーの事例であり、新しく立ち上

げた通信販売事業で、マーケティング・商品開発以外のすべて

がセイノー情報サービスにアウトソースされています。この事例

では、お客様からの注文をインターネットだけではなく、Fax・電

話・ハガキでも受け付けできるように、同社の“マネジメントセン

ター”で受注代行する仕組みを提供して、受注を一本化してい

る点がお客様側から見た最大の特色となっています。
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図1．新規事業の物流アウトソーシング事例
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「電話やFax、ハガキでの受注代行については、以前から当社

のサービス・メニューの一つとして提供していたため、対応する

ことができました。このように人間系で処理する業務について

も、ノウハウを蓄積していたことがポイントだったでしょうね。実

際、出荷後にキャンセルが出た場合、システムだけで対応する

のは困難ですが、それをやれるのが当社のノウハウであり、“物

流ゲートウェイサービス”なのです」（林氏）。

図2は、ITベンダーが新しくネットワーク機器の調達・販売事

業を展開するに当たって、キッティング（受注時点での組み立て

出荷。いわゆるBTO）および入出荷・配送をセイノー情報サービ

スにアウトソーシングした事例です。

「情報機器の組み立ては、一般の物流業者では難しいかもしれ

ませんが、情報サービス会社である当社ならもちろん対応でき

ます。厚木に設けたロジスティクス・オペレーション・センターで製

品の組み立てを行っているのですが、いわばお客様の工場の

役割を果たしていることになります。

なお、このセンターでは靴の通信販売のアウトソーシングも請

けていて、情報機器の組み立てエリアがある一方で、一部のエ

リアは靴の倉庫にもなっています。そんなこともあって、センター

の見学者の方々には、なかなか印象的な風景に映るようです

（笑）」（林氏）。

こうした事例からも分かるように、物流業務を通じて培った人

間系のノウハウが、物流アウトソーサーとしての同社の強みであ

り、お客様にとって満足度の高いサービスにつながっています。

例えば、インターネット上のバーチャル・モールで受注を行う

とすれば、“なりすまし”のようなインターネット特有の問題を避

けて通ることはできません。同社では、当然ながらシステム的に

セキュリティーを高めるといった対応もしていますが、それだけ

でなく単純ながら確実なオプション・サービスを用意して、見事

にこの問題を解決しました。

「電話で『ご注文ありがとうございました』というコールバックを

入れて、注文品を確認するのです。ほかにも、出荷後3日経過し

ても配達完了の情報が上がってこない場合は、担当者が配達

店に確認の電話を入れるといったサービスも提供しています」

（林氏）。

いかにも素朴な対応策のように思えるかもしれませんが、要

所で人間系のチェックを入れることにより、インターネットに不慣

れなお客様にも安心していただけますし、なによりも間違いを

確実に防ぐことができます。まさに経験から生まれたサービスと

いえるでしょう。

「実は、物流事業は、人間系で処理しなければならない業務が

非常に多いのです。そのためシステム開発に当たって、イレギュ

ラーな処理までシステム化してしまおうとすると、なかなかうまく

いきません。その切り分けが適切に行えるかどうかがポイントと

なります。

その意味では、“物流ゲートウェイサービス”は、コンピュー

ターの仕組みを中心に据えたシステムではありません。そうし

た仕組みも提供していますが、むしろ物流のノウハウを持った

専門家が、物流のマネジメントをお引き受けするサービスなの

です。この分野に、ASPとしてコンピューター・システムを提供
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図2．ネットワーク機器のキッティングと物流アウトソーシング
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